
「米国関税措置に関する影響調査」

報 告 書

令和7年（2024）年4月~6月

加 西 商 工 会 議 所



１　調査目的 米国関税措置に対する会員事業所の影響を確認し、

今後商工会議所事業を行う上での基礎データとするため。

２　調査期間 令和7年7月7日～令和7年7月18日【12日間】

３　調査対象 387件　

　製造加工業

　製造販売業

　建設業

　卸売業

　小売業

　飲食業

　サービス業

　運送業

　その他

４　調査方法　

５　有効回答数 104社（回答率26.9％）

FAX回答：57社　　オンライン回答：47社

調査票をメールまたはFAXにて送信し、オンラインもしくはFAXにて回答

調査概要



業種

104社（回答率26.9％）

FAX回答：57社　　オンライン回答：47社

調査結果
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問2　米国関税措置における貴社の影響について

その他

原油高

①影響を受けている

0.0% ②今後、影響を受けるこ

とが見込まれる

33.7%

③まだ分からない

57.1%

④特に影響はない

8.2%

⑤その他

1.0%

①影響を受けている

②今後、影響を受けることが

見込まれる

③まだ分からない

④特に影響はない

⑤その他



問3　前問2で①影響がある、②今後、影響を受けることが見込まれる

　　　と答えた方にお聞きします。価格転嫁が十分できていない理由を教えてください。（複数回答可）

①取引先、販売先か

らの受注の減少

46.3%

②取引先、販売先

からの値引き要請

11.1%

③国内消費の冷え

込み等による売上

の減少

33.3%

④サプライチェーン

の混乱による原材

料・部品等の調達困

難

1.9% ⑤設備投資計画

の見直し・縮小

3.7%

⑥その他

3.7% ①取引先、販売先からの受注の

減少

②取引先、販売先からの値引き

要請

③国内消費の冷え込み等による

売上の減少

④サプライチェーンの混乱によ

る原材料・部品等の調達困難

⑤設備投資計画の見直し・縮小

⑥その他


